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原　　　輝　　史
（1）
　筆者は昨年夏，r早稲田商学研究基金」の資金援助を得て，約2ケ月　（1986年7月18
日一9月12日）にわたりパリに滞在して，フラソス経済の現状について資料調査を試み
た。昨年夏のフランスでは，1982年に喧伝された企業国有化の嵐はすっかり鳴りをひそ
め，むしろ国有企業民営化に関する議論が国民議会や言論界で活発に展開されており，
8月には65杜の国有企業民営化に関する基本法が成立するに至った。このような国有企
業民営化に関する問題を理解するため，本稿では，レベック（Jean－Maxi㎜e　L6vεque）
の『脱国有化一その技法一』（肋舳肋伽眺””0姻：刎0ゐ♂舳μ0ケ，Paris，1985）を取り
上げ，その内容を検討することとしたい。本書は，シラク内閣（Jaques　Chirac）にょ
る企業民営化政策に影響を与えた研究の一つであるといわれ，本書の紹介，検討は，今
後フランスで展開される民営化を理解する■のに必要不可欠の予備作業といえるであろ
う。
　ところで，本書を紹介する帥こ，フラソスにおげる国有化の歴史と国有企業の国民経
済に占める比重などにつき，まず確認しておこう。
　フラソスにおげる企業国有化の動きは，以下のような四つの時期を通じて拡大されて
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第1表フラソス経済に占める
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公共部門の比重（1983年）
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第2表銀行業におげる新分野（1981年）
銀行数 貸出比率 預金比率
旧公共部門銀行 73 2帆27％ 20．74％
新公共部門銀行＊ 90 13．18 9．93
共済・協同組合系銀行 11 O．11 O．16
民　問　銀　行 71 1．20 O．81
外資系銀行 151 5．28 2．69
上記登録銀行合計 396 40．04 34．33
共済金庫グループ 一 18．24 22．15
預金金庫，貯蓄金庫国　庫，P．T．T．等 1 41．72 43．52
総　　合　　計 一 100％ 100％
〔注〕‡国有化予定の36行とその子会杜およぴ国有企業グループの子会杜銀行を含む。
〔出典〕Zε〃o”砂色1Eω閉舳55加・N．303．1981年9月21日号，p・43・
きねまず第1期は，第1次犬戦直後の1920年に労働経済評議会（αE・T・）により国
有化政策カ瀧案された時期である。第2期は，兵器製造業や鉄道会杜が国有化された人
民戦線期（1936－37年）であり，第3期は第2次大戦直後（1945－46年）の時期であ
る。そして第4期は，ミッテラィ大統領下の杜会党政権のもとで一連の国有化が実施さ
れた1982年である。以上のような過去半世紀をこえる国有化運動の継続的展開の結果，
フラソスは，西欧工業国のたかで，もっとも公共部門の比率の高い国となっている。
　フラソスにおげる公共部門の比率は，第1表（工業部門）および第2表（銀行部門）
から看取することができ乱第1表は，20の工業部門における公共部門の比率を，従業
員数，税引後売上高，輸出額および投資額について示したものである。当表の20の工業
活動合計の項目をみるならぱ，公共都門は，従業員数の25．2％，税引後売上高の32．1％
輸出額の35．1％およぴ投資額の59．2％を占めているのが明らかとなる。さらに第2表に
よれぱ，新旧両公共部門の銀行は，合計163行であり，これは貸出比率の約33％，預金
比率の約30％を示している。この数値に，預金金庫等の政府の統制下にある金融機関の
比率を加えると貸出比率の約75％，預金比率の約74％が公共銀行部門に所属することと
なる。逆に純粋の民問銀行の合計は71行であり，これは貸出比率の1．2％，預金比率の
O．81％を占めるにすぎない（以上フラソスの企業国有化に関する表および叙述は，拙著
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『フラ：■ス資本主義一成立と展開一』，日本経済評論杜，1986年，第7章および終章に
よる）。
　以上のような公共部門の比率の増大に対するフラソス国民の判断は，1986年の国民議
会選挙における保守派の勝利となって表明され，保守派政権を組織したシラク首相のも
とで，1986年8月に大規模な国有企業の民営化に関する基本法が成立することと恋っ
た。
（2）
　次に薯老レベソクについて紹介しておこう。レベックは，1923年9月9日にパリで生
まれ，リセ・ビュフ’ソ（Lyc6eB雌on），バリ大学法学部（facu雌dedroiピde
Universit6de　Paris）で学んだのち，行政分野のエリート校，国立行政学院（EcOle
Nationale　d’Administrati㎝）を卒業している。彼の思想を理解するために注目すべき
ことは，19μ年のパリ解放にあたり，当時21才のレベックがルクレルク（Leclerc）将軍
の部隊に参加したことであり，ゴーリズムの洗礼を若き日に劇的なかたちで受げている
ことである。その後1960年から64年にかけて，ドゴール大統領（CharlesDeGaulle）
の内閣に参加し，最初は単なる経済情報の提供老的役割を演じていたにすぎないが，少
しづつ助言者的役割を演ずるようになった。彼の主要な役割は，ドゴール大統働こ対し
て，経済状態全般について助言することであった。ドゴール犬統領に対して，フラソス
の経済計副こ「強制的性格」を与えないよう説得したことが，レベックの自由主義思想
の最初の実践であった。
　1964年にこの職を辞したレベックは，民間銀行「フラソス商業銀行」（Cr6dit　Com・
血ercial　de　France）の経営に参加し，同行の頭敢を1975年から1982年にかけて13年の
長期にわたりつとめてい乱民間銀行の経営老としてのレベック・は，前任者メルラン
（Jacques　Merlin）とともに公共部門の不正な競争に対する戦いを組織し，フラソス商
業銀行の50歳をこえた従業員のうち，10％近くの人々を自発的退職に導びくことにより，
経営合理化を計っている。
　彼の脱国有化に対する信念は，1972年に共同綱領（progra㎜me－cOmmm）が銀行の
国有化を予告した時から形成され始めた。そして活発な広報活動などを続げていたが，
1982年当銀行が国有化された時点で詳表を提出し，当銀行を去った。だが，1982年2u月
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15目，その株主宛に「将来近いうちに脱国有化がたされるであろう」（L’avenir　sera　m
jour　Ou1’autre　la　d6nationalisatiOn）と書き送ったことで彼の脱国有化に対する信念
の強さを知ることができる。
　その後レベックは，r国際銀行家協会」（Intemational　Bankers　Incorporated）や
「創意と責任に関する国民連合」（Union　Nati㎝ale　p㎝r　l’Initiative　e〕a　Respon・
sabiIit6）などを組織しもそして後老の組織を通じて，脱国有化に関するキャソベー
ンを展開L，1985年5月には，ここで紹介する『脱国有化一その技法一』を出版してい
る。
　1986年の国民議会選挙で，保守派が勝利をおさめると，彼の名は民営化大臣（Min三stre
des　Privatisati㎝s）として取りざたされたが，実際には，1986年7月に，脱国有化対
象企業となったクレディ・リヨネ（Cr6dit　Ly㎝nais）の新頭敢に任命され，本書で提
案した脱国有化の技法を彼自身実行していく責務を担うこととなった（以上レベヅクの
経歴に関する記述は，工2〃0〃2，25，jui11et1986による）。それでは，以下本書の内
容を紹介していこう。
（3）
本書の構成は，以下のとおりである。
　序言
導入
第1章
第2章
第3章
第4章
第5章
第6章
第7章
何故脱国有化するか？
何を脱国有化するか？
何時脱国有化するか？
如何に脱国有化するか？
誰が脱国有化するか？
外国における脱国有化
結論
　「序言」および「導入」部分でレベックが特に主張しているのは，フラソスでは遇去
半世紀以上にわたり，企業国有化の動きがみられ，多くの経済活動が，段階的に，国家
の直接的管理下におかれた結果，フラソス国民は，国有企業という巨犬組織に従属させ
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られ，この《冷酷なモソスター》の奴隷となっていたということである。これに対して，
1986年の国民議会選挙に示されたような，保守派による多数派の形成は，長期にわたる
「国家管理化の継続的動き」（mOuvement　c㎝tmuel　d’6tatlsatlon）を中断させ，国有
化の動きを逆転させて脱国有化を実現する最大のチャソスたのである。過去の歴史の教
えるところによれぱ，資本主義モデルこそが，人々に自由と繁栄とを同時に与えること
ができるのであり，そのためにこそ現在脱国有化が望まれるのである。これが，レベヅ
クの主張する最初の点である。
　次に彼が主張しているのは，国民の資本所有への参加である。国民の資本所有への参
加が，経営の効率性をたかめ，企業の経済的活力の源泉であると考えるレベックは，従
業員の企業共同所有化（coprOpr胤aires）即ち，従業員持株制度（actiomaires）の拡
充をこそ期待する。現代杜会においては，政治的厨主主義のみならず，経済的民主主義
も重要であり民主的資本主義（capita1isme　d6m㏄ratique）の形成のためには，20世紀
末までに，2人に1人のフラソス国民がフランス企業の共同所有者になるべきなのであ
乱ところが，1982年の国有化は，従業員の持株をも国家が買上げることにより，従業
員の資本所有への参加の道をとざしてLまったのであ私従って，脱国有化により，国
家の所有する株を広範な国民大衆へと分散させることこそが重要なのである。この発想
は，第2次犬戦後国有化を実施したドゴールや1973年に従業員持株制度を導入したポソ
ピドゥー（Georges　Pompidou）の考え方を継受しているものである。
　最後に留意すべきは，脱国有化は現在世界の潮流となっており，フラソスのみがその
動きに逆行するような政策をとりつづけることは，もはや不可能なのである。本書でこ
れから明らかにするように，イギリス，西ドイツ，カナダなどにおいて脱国有化の動き
は，着々と成果をあげており，フラソスもこの国際的動きから孤立すべきではないであ
ろう。
　従って，以下本書で展開するように，すぺてのフラソス人に対して，犬規模で，急遠
で，利益をもたらすような脱国有化こそがなされねぱならない（d6nati㎝aliser伽8・
s”θ刎例チ，〃が∂2刎刎ま2チカ■o力物あ12刎2〃pour　tous　les　Franqais，J．一M．L6vεque，
｛あク〆，P．26）o
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（4）
　第1章は，r何故脱国有化するか？」を明らかにした章であ乱本章では，遇去半世
紀以上にわたり展開されてきた国有化の流れのなかで，フラソスにおげる企業国有化が，
以下にのべるようないくつかの欠点を示すようになった点が強調されている。
　即ち，まず第1点としては，かって国有化を正当化Lた理由の一つは，国家のみが国有
企業に対Lて必要資金を提供できるという主張であったが，赤字財政下の現代フラソス
では，赤字を蓄積しつつある国有企業（ルノー公団R6gie　Re口ault，フラソス石炭公杜
Charb㎝nages　de　France，フランス国有鉄道S．N．αF．，パリ市交通公団R．A．T　P．
等）に対L，国家が直接的な資金援助を与えることが不可能になったことであ飢大部
分の国有企業は，外部資金の導入により経営を存続させてその利子支払いの負担が増加
しつつある。
　脱国有化が正当化されるべき第2の理由は，国有企業の経営方式がその欠点を露呈し
はじあたことである。私企業の経営は，取締役会や株主総会の審議，決定を通じてコソ
トロールされ，証券取引所の株価の変動を通じて，投資家の監視を受け乱ところが，
国有企業の場合は，株主は国家のみであり，株主総会は，国家を代表する官僚たちの小
サークル，閉鎖的なサークルの人々により構成されているにすぎない。年次報告書は作
成，公表されるが通常遅延して発行されており，企業経営の健康状態を逐次コソトロー
ルしていくシステムが国有化によって破壌されてしまったのである。
　第3の理由は，フラソスで第2次犬戦以降実施されている経済計画の役割が低下しつ
つあることと関係す乱本来国有企業は，経済計画の諸目標を達成するための一手段と
して，経済計画を補完する役割を担うものと考えられていもところが，1982年の大規
模な企業国有化後においては，経済計画の積極的意義が見い出されていないのである。
　次に，国有企業の矛盾した目標の存在が脱国有化を正当化する第4の理由である。国
有企業の経営老には，私企業経営老と同様に利潤の追求が要求されているが，公益上の
理由から収益性原貝u以外の企業行動をとることを政府から要請される場合もあり，この
ような経済的論理と政治的論理の国有企業内におげる並存状態が，経営をいたずらに混
乱させているのである。
　第5番目の理由は，1980代に新たに出現Lた，公共部門民主化法（loi　de　d6m㏄rati・
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sation　du　secteur　public）が歎鰯的性格を持っていることである。この法律の本来の
趣旨は，国有企業の取締役会に，公務員，政府任命老および従業員の代表を参加させ国
有企業経営の民主化を意図Lたものであっもだが現実には，政府の命令に忠実な代表
取締役が決定権を持っており，取締役会は決定を追認するための場にすぎない。また従
業員代表参加については，この制度から利益をえたのは，政治化した組合のみであり，
これらの組合は，取締役会への参加を通じ，他の従業員グループに対する圧力団体とな
っている。
　現在，脱国有化が求められている理由としては，以上の5点があげられるが，次に国
有化された銀行部門と工業部門におげる欠点をみておこう。まず銀行部門についてみる
ならぱ，本来銀行は，より有利な利率をうることのできる企業に融資する。ところが現
在多くの国有企業は赤字を累積しており，国有銀行は自已の融資判断でなく，政府の指
示によりこれらの赤字企業への融資を余儀たくされている。このことは，優良企業への
融資からえる利潤を収益原貝悦無視して，赤字国有企業へと融資していることを示して
おり，このような方式が近い将来破綻することは明らかである。また国有化によって，
銀行業に対する規制が複雑化する一方，従業員のモチベーショソが退化しており（賃金
の固定化・平等化政策等により），さらにまた銀行業の官僚化が進み，国際的な金融動
向に対するフラソスの対応の遅れを生みだしてい乱
　工業都門の国有化の欠点は，銀行都門ほど明瞭にはあらわれない。1982年以前にすで
に国有化されていた企業の多くが赤字を累積しているのに対し，1982年に国有化された
企業ぱ，製鉄業を除き，総じて良好恋業績をあげてい私例えぱ化学工業のペシネイ＝
ユジーヌ＝キュールマソ杜（P6chiney：Ugine＝Kuhlmam）の損益は，1979年（十9
億9，100万フラソ），1980年（十6億7，000万フラン），1981年（一25慮600万フラン），
1982年（一46億フラソ）1983年（十4億6，300万フラン），1984年（十5億フラン）と推
移しており，国有化後の経営はむしろ向上してきている。当杜の経営業績の改善は，（1）
赤字部門の切り捨てによるP．U．K．杜の再編，（2）ロンドソ市場のアルミニウム価格の
上昇および（3〕フラソス電力公杜（E・D・F・）の電力料金割引などにより発生Lたもので
あり，国有化による成果ではない。むしろ逆説的ではあるが，国家財政赤字の折に，こ
れらの優良企業の株式を国民に売却し，巨額の資金を獲得することこそが，政府の使命
なのである。
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以上みてきた理由から，脱国有化こそが現在最も望まれるというのが，第1章での，
レベックの主張である。
（5）
　「何を脱国有化するか？」を議論した第2章は，脱国有化の対象産業を明確にしよう
とLた章である。
　まず最初に銀行業の脱国有化については，1945年に国有化された大銀行（Banque
Natiomle　de　Paris，Cr6dit　Ly㎝nais，S㏄i6t6Gξn6rale）のほか，1982年に国有化さ
れた36銀行および2大金融会杜（Paribas，Suez）が一斉に脱国有化されるべきである。
というのは，もし旧三大国有銀行が，脱国有化のリストからはずされるならぱ，それら
の銀行は，高い利子率を維持したまま，フラソス金融市場を支配L，既得の権益を維持
するため政府に働きかけを行うので，銀行業界に自由競争に基づく効率的経営が定着し
ないからである。さらに全銀行の脱国有化のため，以下の三つの準備作業が必要であ
る。まず第1には，国有銀行グループの系列関係を整理することであり，第2には，と
りわげ1982年に国有化された銀行の場合，国有化以前の私企業時代の株主が，・その地位
を回復し，旧来の株主構造が再建されなけれぱならない。そして第3には，脱国有化が
なされた時点で当該企業の再編成が必要とされる。さらに，国民に対する株式の売却が
考慮されることが必要となろう。
　機関投資家としての重要な地位を占める保険会杜が国有化されているのは，西欧工業
国のなかでフラソスが唯一の例である。保険業への国家の介入それ自体が不当底もので
あり，保険会杜が安全性や収益性よりも，政治的配慮により投資を行なわざるをえたい
ような環境は，排除されるべきである。本来保険会杜の唯一の配慮は，その顧客に対し，
顧客保護の目的のため，保険会杜の投資を可能な隈り厳しく管理する点に存するからで
ある。従って保険会杜の脱国有化は，工業企業の脱国有化に先だって，可能な限り速や
かにたされなけれぱならなし・o
　国家がその株式を完全に取得Lている工業企業については，1982年に新規に国有化さ
れた工業企業がすぺて脱国有化の対象とされるべきである。新規に国有化された工業企
業の業績は，現在のところ極端な悪化を示していたいので，企業経営が健全な状態のう
ちに，これらの企業は一刻も早く脱国有化されるべきである。これに対して，第2次大
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戦直後に国有化されたルノー公団や1982年に国有化された製鉄企業の脱国有化は困難で
ある。経営赤字を累積しているこれらの企業ばまず再建計画を作成し，再建が達成さ
れたのちに，脱国有化が可能となるであろう。マスコミ・広告部門（SOFIRAD，Havas）
の脱国有化は即座になされるぺきのみならず，当部門への私企業の自由参加をも認める
べきであるoその他の公益上の国家独占企業（電気通信，フラソス電力公杜E・D・R，
フラ：／ス・ガス公杜G．D．F．および輸送企業等々）は，例外的なものとして，国有企
業として経営され続げるべきである。これらの企業の国有化は，多くのフラソス人によ
り当然なものとみなされており，また国有企業としての幣害も少触、
次に国家がその株式を部分的に所有している工業企業（E1f－Aquitaine，Roussel・Ucば，
Matra，Dassaultなど）の国家所有株式はすぺて，市場に放出きれるぺきであろう。
以上のような脱国有化対象企業の資産の評価はレベックによれぽ次のとおりであ乱
第3表1983年12月31目における脱国有化対象企業の資産評価
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位1億フラ：ノ）
政府評価 レベック評価
銀行
1945年国有化3大銀行 150 270～370
1982年国有化銀行 82 80～I80
金融会杜 88 180～250
保険会杜 ユO 120～170
1982年国有化工業企業 178 200～300
上場諸企業への資本参加 240 210～230
その他 30
合計　7781，060～I，500
r出典／　工．・M1．L6市合oue．泌互五衙血舖一帥上1〕作歳＾〔 〕 J・M　L6市εque，泌肋　pp　66－67より作成o
（6）
　第3章は，r何時脱国有化するか？」について論じたものである。フヲンスの脱国有
化は，イギリスのテレコム杜（British　Telecom）の脱国有化の場合のよう’に時問をか
げて行なうぺきでなく，過去半世紀をこえる国有化の歴史のあと，国内世論が脱国右化
に好意的である現在においてこそ，できるだげ急遠になされるべきである。
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　そのための手順としては，まず議会で脱国有化に関する臨時法が可決されるべきであ
り，この法が成立次第，政府が脱国有化対象企業の薪経営老を任命することが望まし
い。これらの新経営老が，政府と協力して，脱国有化法成立後の具体的な準備を行ない，
脱国有化に備えるべき恋のであ乱
　脱国有化は，具体的には次の4段階をへて，達成され次くてはならない。即ち（ユ）1945
年国有化の3犬銀行，（2）1982年国有化の諸銀行・金融会杜，（3）保険会杜，（4）1982年国有
北の工業企業の順である。この4段階をへて脱国有化が実現されたのちに，上場企業の
国家持株の私有化が脱国有化の最終段階として行なわれることになろう。これらの第1
‘段階から第4段階までは，各段階に一ケ月の時間をかげるだげで十分であり，これらす
べてのプロセスは4ケ月で完了可能である。
　従って脱国有化の具体的スケジュールは，1986年夏までに脱国有化法の成立，9月一
11月に脱国有化のキャソペーソとP・R・，12月から1987年3月にかげて，国有企業の株
式の売却による脱国有化作業の実現の順に行なわれるべきであろう。
（1）
　第4章は，「如何に脱国有化するか？」を検討しており，本章では，脱国有化の具体
的技法が提案されている。ここで注目すべきことは，脱国有化は国有企業株の国民犬衆
に対する売却を通じてなされるぺきだと強調されていることである。フランスの脱国有
化は，r人民資本主義とも言うべきこの方向で」（cette　vOie　du　capita1isme　pOpulaire，
J．一M　L6vεque，伽ムp．81）底されるべきだと主張するレベックは，以下の2点を強
調し，r入民資本主義」の発展を展望している。即ち，脱国有化計画の原貝口は，まず第
1に，株主の購入希望老に2年以内に購入を可能とするような手段を与え，少額の自己
資金しか持たない購入希望考にも購入の道をひらくことである一第2には，株式を売却
するにあたり，少額購入老に優先権を与え，これらの少額購入着が，脱国有化の受益者
となるように配慮することである。このような原貝聰のもとで，国有企業の放出する株式
の購入者，株式購入資金の支払方法および株式の譲渡手続について，以下に述べるよう
愈具体的提案がなされている。
　まず株式の購入老については，脱国有化企業の株式の50％がフラソスの一般大衆
（gra口d　Public）に売却されるべきである。購入老の第1カテゴリーは，国有化以前の旧
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株主である。1982年に国有化された企業の旧株主は，国有化以前に所有していたと等価
の株式を即座に現金で取得すべきであり，その株価は他の購入老への販売価格と同一で
あるべきだが，時期的には，他の購入老への販売に先立って旧株主への売却がなされる
ぺきである。購入老の第2カテゴリーは，脱国有化企業の従業員および退職者であり，
彼らには割引価格で株式を取得することが許され乱これら従業員に配分される株式は
全体の株式の3－8％程度となるはずであり，これは1973年の「従業員株主政策」
（pOlitique　d’actiomariat　des　sa1aτi6）の延長線上で展開されることになろう。第3
には，フランス国外居庄の外国人も，脱国有化企業の株式の購入者となることができ
る。但L，彼らの取得する株式は全株式の25％以下におさえるぺきであり，これにより
国益の損害を未然に防止することができる。また外国の銀行や金融機関も上記25％以内
で，脱国有化企業の株式を，外国人個人に先立って購入することができよう。第4のカ
テゴリーとして，機関投資家が存在L，彼らは放出される株式の25－30％の取得を許さ
れる。
　株式購入費用の支払方法は，以下のようになされるぺきである。犬規模な脱国有化に
より放出される巨額の株式が証券市場において買手をみいだすためには，政府自らが将
来の買手のために何らかの便宜をばかるぺきであり，その最善のものは株式購入価格の
支払猶予制度である。即ち，脱国有化企業の株式の購入費用の支払いは，購入時点に購
入価格の40％，1年後に30％，2年後に30％の割合でなされるぺきである。このようた
猶予制度は，株式自体に付随したものであり，上述の全カテゴリーの購入剤こ適用され
る。
　株式の譲渡手続に関する諸規定の作成は，行政関係老ではなく，会計士，銀行関係者，
株式伸買人などの専門職グルーブによってたされるべきである。まず，脱国有化対象企
業の資産評価は，証券取引所上場株価の価格水準を考慮して決定されるべきであり，株
式を取得する将来の小株主に利益を与えるような方法で決定されることが望まれる。脱
国有化対象企業の資産評価は，国際的規準（nOr固eS　intematiOnaleS）でなされるべき
であり，その評価額は，民問の専門機関により作成されなけれぱならない。この評価額
にもとづき，株式価格は，銀行や証券仲員人のアドヴァイスをえて，政府が決定すぺき
である。
　株式の売却は，証券取引所の規則に従い，公共的販売機関で，政府の最終決定価格
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（Prix　feme　et　d6㎞itif）に従い株価変動を生ずることたしに販売される。また株式
の購入数については，小株主の優先を原則とすべきであり，1O，000フラソ以下の購入希
望は，自動的に容認されるが，巨額の購入希望に対しては，例えぱ5万フラソ・10万フ
ラソなどの絶対額の上隈を課すカ㍉あるいは，一定額以上の購入希望は・逓減的方法で
購入希望額を切り下げるカ㍉どちらかの方法が考えられる。
　第4章では以上の諸点のほカ㍉証券の形態，証券情報，銀行・証券伸買人の販売幹事
役の選定，販売キャソベーソ，販売機関への報酬が議論されている。そして，本章の最
後では，フラソス証券市場の脱国有化企業株の消化能力についての試算がなされてい
る。既に第2章でみたようにレベックによれぱ，脱国有化対象企業の放出株式の総額は，
1，06ひ～1，500億フラソと考えられるが，ここでは両老の中間額の1，350億フラソを総額
として考えることとすると，この1，350億フラソの株式の売却は、既にみたように3年
問で達成される予定なので，1年に450億フラソの販売となる。ところでこの450慮7ラ
ソは，1984年のフラソス証券市場の取引額の15－20％を占めており，フラソス証券市場
で十分に消化されうる額なのである。といラのは，脱国有化のキャソペーソにより・国
内フラソス人や外国人が，新たに証券市場に参加することが考えられるからであり，ま
た投資を奨励するため租税上の優遇政策により株式敢得を促進させることも可能だから
である。そしてまた，株式市場が軽視されている現状を改革するため，株式市場再建の
諾手段がとられるべきである。以上の諸点を考慮するならぽ，政府放出の脱国有化企業
の橡式は，十分な買手をみいだしうるはずだというのが本章でのレペックの結論であ
る。
（8）
　「誰が脱国有化するか？」を論じた第5章は，脱国有化を推進する責任者を明確にし
ようとした章である。
　まずr政治的責任」として検討されるのは，脱国有化企業の経営着の選任の問題であ
る。政府は，新らLい経営考を，以下の三つの基準に基づき選出すぺきである。即ち，
（1）工業・金融業務の実務経験を持つこと，（2）脱国有化の原員］に賛成する人であること，
そして（3）当該企業の中問管理職や一般従業員の信頼をかち取りうる人であることが重要
なのである。このよう在条件を考えるならぱ，望まLいのは，脱国有化される企業の管
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理着のなかから適切な人材が選出されることである。また，脱国有化を成功させるため
には，大蔵省にも工業省にも支配されない独立の脱国有化大臣（Ministre　de　la　d6na・
tiona1isatiOn）が少なくとも2年問設置されることが必要である。
　「経済的責任」については，上述のようにLて任命された新経営着が，脱国有化対象
企業の経済的経営的環境を整備し，脱国有化を準備するプロセスに関係する。即ち，任
命された脱国有化企業の新経営者には，議会で脱国有化法が成立するまでの問に，企業
組織の再編成を準備し，法律成立後の株主総会を召集し，新株主に対して，脱国有化さ
れた企業の発展プログラムを提示することが要求される。
　「法律的責任」としては，以下の諸点が検討されてい私脱国有化のためには，公共
部門更生法の規定（texte16gislatif　de　resPiration　du　secteur　Pub1ic）が存在するが，
これは公共企業の再編成のため以下のような利点をもつであろう。この条文は，まず第
1に，国有企業の経営老に，脱国有化を準備するための企業組織再編成の自由を与える
ことである。第2には，脱国有化されるべき企業とその数を明確に規定し，議会での討
論を効率化することであり，第3には，脱国有化のための必要資金額を規定することで
ある。
　ところで，脱国有化をめぐる法律的手続きは以下の3段階を経て達成されるであろ
う。まず第1段階としては，公共部門民主化法の部分的停止を規定し，脱国有化対象企
業の新取締役を任命することである。またこの段階には，脱国有化の準備のための再編
に必要な公共都門更生法の規定の作成も含まれる。第2段階は，脱国有化法（loi　de
d6nationalisatiOn）の議会での採決時点以降を対象とする。脱国有化企業は，取締役会
のメソバーとその代表者を決定する。これらの人々が，実際に脱国有化の作業を進める
担当者であり，民間への株式の譲渡や，最初の株主総会の召集を行なう。第3段階は，
第1回の株主総会以降の時期であるが，この時期になると，脱国有化企業は，本来の厨
間私企業と同様の法律の対象となる。そして，公務員が公共企業の役員となることが禁
止されるので，彼らは出身官庁に戻るべきであろう。
　r法律的責任」の延長線上には，憲法修正の間題も発生してくる。1958年修正の憲法
第34条は，r法律が同様に，企業国有化と公共部門の企業所有権の民間部門への移転を
規定する」（la1oi旋e6galement1es　rさgles　concemant　les　nationalisations　d’entre－
prises　et1es　transfer［s　de　propri6t6　d’entrep】＝ises　du　secteur　pub1ic　a1ユ　secteur
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privξ，J．一M・L6vεque，伽五，p・106）と明記しているが，この文章の前半の企業国有化
を規定した部分は削除されるべきなのである。憲法の修正は，議員の提案か首相の提案
かいづれかの方法で問題を提起亡，最終的には国民投票で決定されなけれぱならないで
あろう。
（9）
　第6章は，外国の脱国有化の事例が，イギリス（Brit三sh　Telecom，Nati㎝al　Freight
Corporation，その他），西ドイツ（Volkswagen）およびカナダ（Canadair，DeHavi1・
land，E1dorado，Teleglobe　CaIlada，Corporation　de　d6velopPement　du　Canada）の
3国にわたって紹介されている。最後の結論の部分でレベックが強調するのは，1986年
の保守派の国民議会での勝利ののちには，保守党政権は，杜会党政権とは異たる政策を
決然と実施すべきだということである。保守党政権と杜会党政権との境界線が不分明に
なっている状況が克服されるぺきであり，《現実的》杜会主義者と《穏健な》自由主義
着との協調や妥協こそが排除されなげれぱたらない。そのため大規模で急速な脱国有化
こそが直ちになされねぱならないといえよう。脱国有化こそが21世紀のフラソス杜会を
開く道である。それは，犬企業の経営効率を高めるのみならず，企業経営に対する政治
的影響力を排除し，国家財政の好転をもたらすであろう。そしてまた脱国有化は，多く
のフラソス国民に対し，利益を与え，富を蓄積させ，より自由な経済活動を保証するこ
とにより野心的な杜会改革を行なうことなのである。以上が，本書におけるレベックの
脱国有化に関する主張の主要点である。
（10）
　以上簡略ではあるが，本書の内容を紹介してきた。最後に本書の特徴または間題点と
でも言うぺき諸点を指摘しておきたい。
　まず留意すぺきことは，レベックは脱国有化を通じて発展させようとするフラソス資
本主義像を「民衆資本主義」（cap1tallsme　popula1re）とでも言うへきものにおいてい
ることである。広範な国民大衆の民問企業株式の取得を通じて，その株主たる国民が企
業経営成果の配当を享受していくシステムこそがレベックにとって望ましいフランス国
民径済の姿なのである。このような広範な国民犬衆の株式取得への参加に関する記述は，
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本書の各個所で見い出される。例えぱ，眠主的資本主義」を論じた個所や（capitalisme
d6mocratique，J．・M．L6vεque，励尻，p・19）フランス資本主義が「民衆資本主義」
（caPitahsmepOpulaire）の路線を歩むべきだと主張した個所（J．・M．L6vεque，必倣，
p・81）などにその基本的発想を看敢することができる。また株式の売却にあたり，
できるだけ広範な国民の所得を可能とするため3年にわたる支払猶予制度や（工・M・
L6vεque，必倣，P－86），大口取得老の取得上限額制限（J．・M．L6vεque，伽”，P．90）を
提案しているのは，r民衆資本主義」に対するレベソクの考えが現実的な裏づけをもっ
たものであることを示しているといえよう。
　本書を一読した限りでは，脱国有化企業の生産性向上や営業成績の改善に関する記述
は前面に出されておらず，むしろ「民衆資本主義」の定着こそが，自動的に企業生産性
を向上させるとレベックが考えていると推測することもできよう。
　レベックにとっては，企業の所有権こそが重要なのであ乱国有化および脱国有化は，
レベックにとって「企業所有権の移転」と考えられてい乱即ち，レベックは次のよう
に述ぺている。r国有化は，国民の経済的富に対する所有権を，市民達から奪取するこ
とにあった。これに対して，脱国有化は国民，即ちそれを望む全市民に彼らの経済遺産
の直接所有権を返還することとなるのであろう」（1es　nati㎝alisati㎝s　ont　consist6差
卯伽り23‘伽ツ肋s　d’1ユn　droit　de　propri6t6sur　les　richesses6conomiques　de　la
nation，alors　que　les　d6nationalisations　cOnsisterOnt≧72〃6ゲεδ　肋　”α”0”，c’est．
き一dire註tous　les　citoyens　qui　le　voudront，la　propri6t6directe　de　leur　patrimoine
6com㎜ique，J“M・L6vεque，必倣，p・74・）。この表現の背後には，国民の企業所有およ
び経営への参加という，本来あるぺき国有化方式が，現代フラソスにおいて後退を遂げ，
国家を中心としたいわゆるエタティザシ目ソ路線（6tatiSati㎝）が国有化の名のもとに
推進されてきたという現実が存在すると推測されよう。
（11）
　上記の表現のなかでレベックが，脱国有化を所有参カ目の問題に限定している点が，本
書で注目すべき第2の問題点である。レベックは，国民大衆が企業株式を取得すること
により，企業の部分的所有者となり，その利潤の配当を享受すぺきだと強調しているが，
過去半世紀にわたる経験をもつ国民の企業経営への参加についてはテ全く言及していな
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い。レベックは，フラソスの国有企業経営において実践されてきた三者管理方式につい
ての批判を本書のなかでは展開していないが，国民各層の代表老が株式所有をこえて，
企業経営に参加Lていくことに対しては，批判的見解をもっているのは明白であ私
　例えぱそれは，「何故脱国有化するか？」を検討した第1章において，公共部門民主
化法の規定が，取締役会への公務員，政府任命老および企業従業員の参加を命じ，多様
なグループの代表者が企業経営に参加する道を保障しているのに対L，この取締役会
は，偽善的なものであり，実質的には，政府の指名による代表老が実権を握っているこ
とを指摘Lていたことからも明らかである。彼はこのような取締役会を偽取締役会
（Pseudo－Conseils）（J．一M．脱vεque，｛棚一，p．μ）とまで呼んでいる。
　〕ノベックは，企業経営は，その業界の経営ノウ・ハウを体得した業界出身老の手に委
ねるのが，もっとも望ましいものであり，経営知識を持たない官僚や従業員の代表が取
締役会に参加することは，企業経営の効率性を著るLく阻害するものとLて禁止Lなげ
れぽたらないと考えているのである。
（12）
　最後に間題とすべきことは，レベックの用語の間題である。現在フラソスでもっとも
一般的に使用されている国有企業民営化に対する呼称は，プリヴァティザシ目ソ（pri・
vatisatio皿）であり，新聞・TVを中心とするジャーナリズムはもとより，シラク内閣
の提案により，昨年夏に成立した法律でも皿iVatiSatiOnの用語が便われている。レベ
ックのようにd命ationalisation（脱国有化）という用語を用いている人は，むしろ少
数派なのである。その理由は，すでに過去半世紀のnati㎝aliSatiOnの歴史をもつ7ラ
ソスでは，d6nationa1isatiOnという表現は，薯るしく歴史を逆流させる印象を与える
からであり，保守派のシラク内閣ですら，むしろ，より積極的なイメージをもっpfi・
vatisati㎝を法律の名称に使用Lている。このような状況のなかで，あえてレペックが
d6mtionalisationという表現を用いたのは，natiOnalisati㎝に対する，彼の批判の深
さを示していると考えられ，その点は十分理解できるものがある。
　ただ本書において，natiOmliSatiOnと6tatiSatiOnとが全く同意味で使われており，
また従ってd6nationalisatiOnとprivatisadonが同様の意味で使われていることも，
気になる点である。レベックは記述の中心となる表現としてはnatiOnaliSatiOnと
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dさnationalisatiOnを使っているが，それちの表現にまじって，6tatisatio亘とPriva－
tiSatiOnという表現が使われているのである。natiOna1iSatiOnの代りに6tatiSatiOn
という表現が，例えぽ，9～ユO，12，39，42，71の各頁に散見する。またd6nationali－
satiOnの代りにprivatisatiOnという表現が9，72頁で使われており，この点用語の
きちんとした定義がなされるべきだったといえよう。
　筆者はすでに前掲拙著のなかにおいて，natiOna1iSatiOnとは，r一企業または企業グ
ループの一部の所有権および管理権を国民へと移転する」ことだというポタソ（LOuis
Baudin）の定義を明らかにし（拙著，361頁），r国家のみの責任とその固有の官吏によ
る，国家直接経営」を意味する6tatiSatiOnと明瞭に区別することの重要性を指摘した
（拙著361－362頁参照）。このような定義に照してみるならぱ，レベソクの両用語の混
同は，分析のフレームをあいまいにするという欠点をもつといえよう。例えぱレベヅク
は，既に述べたように「国有化は，国民の経済的富に対する所有権を，市民達から奪敢
すること」にあり，r脱国有化は，国民，即ちそれを望む全市民に彼らの経済遣産の直
接所右権を返還する」ことにあると主張Lているが（J．・M．L6vεque，必泌，p．74），こ
れは国有化についての研究史が示Lている定義とは全く正反対の定義なのであ私
　だがこのような混乱の責任は，必ずしもレベックのみに存するとはいえないであろ
う。というのは，1982年の国有化が，レベックの指摘するような事態を招来しているか
らである。例えぱ，1ノベックが頭取をつとめていたフラソス商業銀行（C．C．R）では，
全資本の約8％が従業員の持株であり，1人当り平均22，000フラソの株式を殆んどすべ
ての従業員が所有していたのである。ところが，1982年の国有化により，これらの株は
国家によって買敢られてしまった（J、一M．L6vεque，％泓，p．20）。まさに，上述のレ
ベックの主張どおりのことがおきていたのである。
　また拙薯ですでに分析したように1982年の国有化は，ナシ昌ナリザショソ路線にもと
づくサソディカリスト型国有化ではたく，「エタティスト型国有化とオトノミスト型国
有化との折衷型」（拙著，420頁）だったのであり，1ノベヅクの批判Lた点が既に現実の
国有化の過程でその萌芽をみせていたのである。
　従業員株主制度という一定の範囲内での国民の企業への参加を容認していこうとする
ドゴール，ポソピドゥーの思想的伝統と世界各国で現在展開されている新自由主義の潮
流とが，レベックをして本書を執筆させるにいたったと考えることもできよう。
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